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本研究の背景

■日本海沿岸部の防災意識

① 過去50年の間に新潟地震（1964年）、日本海中部地
震（1983年）、北海道南西沖地震（1993年）などの地
震・津波を経験

② 「震源モデルや波源モデルを決定するための観測
データが十分に得られていない」

③ 8月26日に国交省から津波波源モデルが発表

④ 浸水予測図を持たない自治体も散見され、住民に
とっては、科学的裏付けやハザードマップによる情報
が不十分な地域もみられる



背景と目的

•地域住民に有益な防災情報のあり方を探り、そ
の提案によって防災リテラシーの向上に寄与す
る

•日本海沿岸地域自治体の抱える課題を明らか
にする（特に太平洋側と比べて）。

•日本海沿岸地域住民の抱える課題を明らかに
する（特に太平洋側と比べて）。



2013年度から2015年度の研究

■2013年度

• 住民アンケート調査研究の実施

■2014年度

• 住民アンケート調査研究の詳細分析

• 2014年度自治体、住民（新潟市）へのヒアリング
• 新潟県庁、秋田県庁、新潟市役所、秋田市役所

• 中央区、北区、東区、西区自治協議会委員

• 2014年度日本海自治体郵送調査の実施

■2015年度

• 2015年度日本海自治体郵送調査の分析
• 昨年度のヒアリングで出た課題の分析

• 3/11発送、3/18督促状、3/25投函締

• 回収率57.8％ （100自治体/173自治体）



エリアの特徴

•河口部、漁港、河川遡上
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河口の周辺部に浸水被害が想定

一般の住居が多数ある地域に浸水が想定

市街地の中心部分に浸水が想定

漁港近辺の住居が多数ある地域に浸水が想定

河川の遡上による浸水が想定

沿岸部にコンビナートがあり、浸水被害が想定

沿岸部に工業地帯があり、浸水被害が想定

長期湛水する低平地への浸水被害が想定

その他

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



想定の混乱①

•想定の設定：従来の想定と国の想定が異なる
部分あり、どういうことなのかわかりにくい

•津波が到達するまでの時間が短い

•確率が低い



想定の混乱①二つの想定

•◎ 二つの想定が分かりにくい

•◎ 到達時間の問題

•△ 確率低いこと、被害が甚大であること
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従来の想定と国の想定が異なる部分あり、

どういうことなのかわかりにくい

津波が到達するまでの時間が短く、

どう対応すればよいか困っている

確率が低いものなので、どう

対応すればよいか困っている

被害が甚大すぎると対策の

とりようがないので、困る

浸水面積が広く、対応に苦慮している

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



想定の混乱①二つの想定

•少なからずの混乱

•津波避難タワーの設計変更

•津波避難ビルの指定の変更

•避難所 →HMの変更など。

1.0

1.0

12.0
22.6

3.3

10.0

2.6

5.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

津波避難タワーの設計変更が必要である

津波避難ビルの指定の変更が必要である

津波避難場所の見直しが必要である

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



•太平洋側と比べたときの問題、他災害との比較

• 津波到達時間、発生確率
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正直、太平洋側と比べて日本海

側の津波のリスクは低いと思う

津波到達までの時間が短いので、

どう対応してよいのかわからない

発生確率がよくわからないので、

どう対応してよいのかわからない

発生確率が低いので、

どう対応してよいのかわからない

太平洋側など津波についての

先進地域の教訓を知りたい

太平洋側とは異なる対策

が必要ではないかと思う

津波より、他の災害の方のリスクが高いと思うので、

どのように津波対策を進めるかが苦慮している

地域の特性として、津波よりも台風、土砂災害

対策など他の災害対策の方が重要だと思っている

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）

想定の混乱②日本海津波の特徴



•津波が到達するまでの時間が短い

→「日本海側の避難・救助方法の違い」理解されてない
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広報車

消防車・消防団による呼びかけ

自主防災組織を通じて注意を呼びかける
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防災メール

ソーシャルメディア、ホームページ

ケーブルテレビ

自治会連絡網

コミュニティＦＭをつかった緊急防災放送

無線式モーターサイレン

その他

その他のサイレン

電話による一斉通報システム

半鐘

全体（N=94)
北海道（N=29)
青森県～新潟県（N=27)
富山県～長崎県（N=38)

想定の混乱②日本海津波の特徴



想定の混乱②日本海津波の特徴

•津波が到達するまでの時間が短い

→「情報を待っていてはいけない」ということを

知らない

→「日本海側の避難・救助方法の違い」理解され

てない
必ず避難する
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1.強い揺れを感じたとき(n=2200)

2.長い揺れを感じたとき(n=2200)

3.大津波警報を見聞きしたとき

(n=2200)

4.自治体から避難勧告・避難指示な

どを聞いたとき(n=2200)

5.他の地域での津波来襲状況を見聞

きしたとき(n=2200)



想定の混乱③想定の公表の仕方

•津波新法にのっとって、先に想定を出していた
県が混乱＝二つの想定

•想定外だけは避ける

•最大限の想定をする （「科学的に」の意味）

•災害の想定の公表の仕方

•津波まちづくり法との連動

•プロセス、スケジュールをきちんと伝えてほしい

•隣県調整／言い訳

合意形成



• 平成２３年４月 全面的な調査開始

• 平成２５年８月 秋田県地震被害想定調査報告書

• 平成２６年３月 地域防災計画の全面改定

秋田



想定の混乱③想定の公表の仕方
政府や県の想定について、どう思いますか

•想定の根拠、策定手法などをわかりやすく
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災害の想定については、想定の根拠、策定手法

などをもっと分かりやすく公表、周知してほしい

粛々と対応していくしかないと考えている

様々な災害についての対応が追いつかない

見直しが行われるのはやむを得ないと思う

政府、県の考え方に齟齬があるので、困っている

政府、県の方針や想定が頻繁に変わることがあり、

困っている

津波まちづくり法への対応として、国の想定を

前提としなければならないので苦慮している

その他

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



想定の混乱③想定の公表の仕方
地震・津波の想定は、日本海の地震・津波に限らず、今後、研究の進展などに伴って見直さ

れていくものですが、今後の想定の公表について、ご意見をお教えください。

•「プロセス」「スケジュール」を示す

•科学的知見の公表はOK、シュミレーション・構造探査
は地域で評価が分かれる→ロジックは必要だが、詳細
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災害の想定については、ある程度

まとまってから、公表してほしい

プロセス、スケジュールをきちんと伝えてほしい

災害の想定については、科学的知

見をどんどんだすべきだと思う

もっと、シミュレーションや構造探査

などを行って科学的知見を増やすべき

想定外だけは避けなければならないので、科学

的に、より大きな想定をしていくのはよいと思う

科学的に厳密でなかったとしても、

最大限の想定をするべきだと思う

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



住民対応

•住民の対応としては大きな混乱はない

•そもそも想定の大小によって避難としてとりうる対応
に大きな違いはない、

•津波の頻度が高い訳ではない、

•津波の想定は不確実性を持つ、

ので避難面では特段大きな変化がある訳ではない

•むしろ、意識が低いのが課題

•高波対策のための堤防整備

（とくに青森、秋田、山形、新潟、富山など北側）

•リスクのある場所に人が住んでいない

（少なくとも太平洋側とは異なる）



住民対応

•ある程度は「説明」に苦慮している。関心が低い
わけではない。とはいえ困っている訳ではない
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津波の対策について、住民への説明に、苦慮している

住民の関心が低く、苦慮している

正直、どのように対策を立てる

べきか混乱している

津波よりも地震対策、耐震化など

の対策の方が重要だと思っている

沿岸部に位置する事業所・工場・

企業の対策面について苦慮している

沿岸部にあまり人は住んでいないので

そこまで津波対策は重視していない

日本海側は高波、荒波に耐える防波堤な

どを整備してあるので、大丈夫だと思う
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北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



自治体の課題

•予算が足りず、苦慮している（東高西低）

•ノウハウが不足しているので、苦慮（西高東低）

•人手が不足しており、苦慮している（東高西低）
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予算が足りず、苦慮している

ノウハウが不足しているので、苦慮している

人手が不足しており、苦慮している

全体（N=100)

北海道（N=31)

青森県～新潟県（N=30）

富山県～長崎県（N=39）



まとめ １

•自治体の混乱

•二つの想定

•想定の受け止め方

•情報提供の仕方、自治体向けの説明

•住民の問題ではない

＝住民は意識の向上が課題



まとめ ２

•「到達時間が短い津波」という認識が薄い

•救助、よびかけに行こうとする。

•東日本で消防団死者252名・行方不明2名、市町村
職員の呼びかけ中の死者10名

•かつさらに厳しい状況であることを理解していない。

•日本海側の防災対策としては重要

•想定の公表方法・活用方法

•プロセス、スケジュール、想定の根拠・策定手法を
示す／科学的知見は増やす／詳細公表は、、、

•低頻度・低確率・低関心の大規模災害

•研究者＞国＞メディア＞県＞市＞住民 ※仮説として




